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東 林 地 区 防 災 計 画 

総 則 

災 害 予 防 計 画 

応急対策計画（地震・風水害） 

第１章 地区防災計画の方針 
 

１ 目  的 

東日本大震災をはじめ、これまでの多くの災害の教訓からも、大規模災害の発災直後に

は、消防や各行政機関など、「公助」による対応にも限界があるため、自らの身は自ら守

る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る「共助」の考え方を基本に、発災時に市民

や地域自らが対応できる体制をつくることが重要である。 

このため、地域の特性に応じて、大地震や風水害など様々な災害の危険性を考慮しなが

ら、地域における防災力を高めることを目的とする。 

 

２ 地区防災計画の構成と推進組織 

東林地区防災計画は、本計画における基本的事項を示す総則、日頃からの備えを示す災

害予防計画、災害発生後の活動内容を示す応急対策計画（地震・風水害）及び資料編で構

成する。なお、本計画は自助・共助について掲載されているが、公助については市内共通

事項として定めている相模原市地域防災計画を参照するものとする。 

地区防災計画のもととなる組織は、東林地区内の自治会を母体とする単位自主防災隊、

地区自治会連合会を単位とした連合自主防災隊、東林地区内の避難所を単位とした避難所

運営協議会で構成する。 

なお、推進にあたっては、防災組織の規模・形態に応じて、防災訓練等を通じて防災対

策の内容を検証し、災害等に有効な活動が実施できるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 の 構 成 

資 料 編 
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３ 計画の修正 

この計画は、毎年検討を加え、必要があるときはこれを修正する。 

また、多様な主体の意見を反映できるよう、計画の検討・修正の際は、女性、災害時要

援護者支援団体、地域企業等の参画を促進する。 

※計画の修正（見直し案）基本方針 
・計画内容に影響のない修正（法令等の引用条文など）については、適宜、修正を行

い、まちづくり会議等に報告をすることとする。 
・計画内容に変更を伴う修正については、計画策定組織に準じた構成員により、検討・

調整を行い、まちづくり会議へ付議し、意見を聞くものとする。 
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第２章 自助・共助の基本及び地区居住者等の役割 
 

１ 地区居住者の役割 

(１) 「自らの身は自ら守る(自助)」及び「自分たちのまちは自分たちで守る(共助)」と

いう意識を持ち、防災訓練など地区の防災活動に積極的に参加し、各個人、事業所、

自主防災隊等の防災行動力の向上及び相互協力関係の強化、災害時の連絡体制の整備、

ルールづくりをすすめ、災害に強い居住者と地区の形成に努める。 

(２) 常に災害に対する備えを怠らず、住居や所有若しくは使用する建造物等の安全性を

確保するとともに、非常時に備え少なくとも最低３日分以上の食料、飲料水、生活必

需品等の備蓄、非常持出し品の準備など「自助」の取組に努める。 

また、過去の災害の教訓を伝承し、災害時には自らの情報を発信する。 

(３) 災害時には、共助の視点の下、地区とりわけ近隣世帯、いわゆる「隣近所」が相互

に協力して助け合い、情報の把握、出火の防止、初期消火、救出・救護等に努めると

ともに、避難するに当たっては、災害時要援護者の支援を行い、冷静かつ積極的に行

動する。 

(４) 自治会員は、日頃から自主防災隊の役割や活動内容をよく理解し、災害時には、自

主防災隊活動を円滑に実施できるよう協力する。 

(５) 地区住民は、共助組織の重要な基盤である自治会に加入し、日頃からその活動に参

加することに努める。 

※自治会加入率は令和３年４月１日現在、４７．４９％。 

(６) その他、市及び各防災関係機関の行う防災対策活動に協力する。 

 

２ 自主防災隊の役割 

(１) 日頃から、地区内の危険箇所、避難経路、災害時要援護者等の状況等を把握し、地

区内の防災に係る方針の策定や防災マップ、防災活動用資機材の整備、点検に努める。 

(２) 隊の班編成や活動内容を明確にしておき、隊員の教育訓練を推進するとともに、女

性や若年層を含めた地区住民の参加、地区事業者との連携の促進等、地区全体の防災

力を向上させる取組に努める。 

(３) 災害時には、情報の収集・伝達、救出・救護、消火、避難誘導、避難所の運営協力、

災害時要援護者の支援等に努める。 

 

３ 避難所運営協議会の役割 

避難所運営協議会は、平常時、避難所運営が円滑に行われるように、避難所運営協議会

長を中心として避難所の運営についての協議を行うとともに、訓練を実施する。 

災害時は、避難所運営協議会が「避難所運営本部」を立ち上げ、避難所の開設及び運営

を行う。 
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４ 事業者の役割 

(１) 日頃から、その管理する施設及び設備の耐震性の確保、従業員等の発災時の一斉帰

宅抑制のための３日分以上の食料及び飲料水等の備蓄、初期消火、救出・救護等のた

めの資機材の整備、従業員の安否確認及び従業員と家族の連絡手段の確保、さらに、

従業員の防災訓練や防災に関する研修等の積極的な実施に努める。 

(２) 対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員のとるべき行動を明確にし、地

区住民及び自主防災隊と連携して、地区における防災活動に参加する等、地区の共助

に取り組むよう努める。 

(３) 災害が発生した場合には、行政、地区住民及び自主防災隊と連携して、情報の収集

及び伝達、消火、救出・救護、避難誘導、帰宅困難者対策等を積極的に行うよう努め

る。 

 

５ 中高層共同住宅（注１）管理者等の役割 

(１) 日頃から、建物及び整備の耐震性の維持、確保に努める。 

(２) 地震等によるエレベータや電気、ガス、上下水道等の停止を想定した、居住者の生

活支障対策用設備及び資機材の整備並びに共同住宅内の自主防災体制の整備に努め

る。 

(３) 周辺住民や自主防災隊との連携強化に努める。 

(４) 災害時には、居住者等の防災活動を統括するとともに、中高層階居住者の生活支障

対策を実施するよう努める。 

 

(注１) 中高層共同住宅とは：３階以上の共同住宅 
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第３章 地区の概要 
 

１ 自然的条件 

東林地区は、相模原市の南部に位置し大和市及び座間市と隣接している。 

台地（上段）にあり、大部分は平坦な地形であるが、北東部を深堀川が流れ、深堀川沿

いは急傾斜地になっている。また、相南地区の一部に甚大な浸水被害を及ぼす窪地もある。 

 

２ 社会的条件 

(１) 人 口 

東林地区の人口は、令和３年４月１日現在、２１，４６１世帯、４２，１５９人と

なっている。年齢別では、年少人口(１５歳未満)が１０．０％、生産年齢人口(１５

歳以上６５歳未満)が６３．５％、老齢人口(６５歳以上)が２６．５％となっている。

このうち、外国人の登録人口は９４６人である。また、平成２７年度国勢調査におけ

る南区の昼夜間人口比率（注１）は８５．０％となっている。 

(２) 交 通 

地区内には、小田急線の東林間駅と小田急相模原駅の２駅があるほか、相模大野駅

や田園都市線と接続する中央林間駅と隣接している。 

幹線道路は、都市計画道路相模原二ツ塚線、相模大野線、上鶴間線、東林間線、町

田南大野線の５路線あり、住宅地内は、幅員の狭い道路が多い。 

 

(注１) 昼夜間人口比率とは：常住人口（夜間人口）１００人あたりの昼間人口の割合。 

 



 

- 8 - 
 

第４章 防災アセスメント調査等による地区被害想定 
 

１ 防災アセスメント調査による地区被害想定 

(１) 想定地震と条件 

 

(２) 地区被害想定 

建物被害（冬 18 時）                     単位：棟 

 

 

 

 

 

 

 

人的被害                               単位：人 

  

想

定

地

震 

相模原市東部直下地震 
本市の東部地域直下の地震（マグニチュード 7.1）

震度６強 

相模原市西部直下地震 
本市の西部地域直下の地震（マグニチュード 7.1）

震度６弱 

大正関東タイプ地震 

相模トラフで発生するマグニチュード 8 クラスの

海溝型地震 

震度６弱 

条

件 

季 節・時 刻 夏 12 時、冬 18 時、冬深夜 2 時の３ケース 

天     候 晴れ、風速３ｍ（本市の平均風速） 

想定地震 建物総数 全壊 焼失 大規模半壊 半壊 

東部直下地震 8,936 595 124 0 1,572 

西部直下地震 8,936 18 7 0 299 

大正関東 

タイプ地震 
8,936 179 0 0 1,017 

 東部直下地震 西部直下地震 大正関東タイプ地震 

冬２時 

死 者 38 1 11 

閉 込 者 229 9 73 

重 傷 者 42 2 14 

軽 傷 者 240 39 136 

冬１８時 
避 難 者 当 日 1,822 138 631 

避 難 者 １ 週 間 後 4,058 962 2,498 
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(３) 避難所ごとの被害想定（東部直下地震） 

建物被害（冬 18 時）                        単位：棟 

 

人的被害                             単位：人 

表中の値は概数が示されており、集計が一致しない場合がある。 

建物総数等のデータは「平成 24 年度都市計画基礎調査」より抜粋。 

※１若葉自治会、鶴舞自治会、相模つきみの自治会（いずれも大野南地区）を含む。 

※２東林地区の小学校ではないが、避難所指定している自治会があるため掲載。 

避難所名 建物総数 全壊 焼失 大規模半壊 半壊 

東林小学校 4,373 290 72 0 776 

上鶴間小学校※１ 1,434 101 20 0 258 

鶴の台小学校※２ 2,769 155 13 0 435 

くぬぎ台小学校 1,386 83 9 0 221 

上鶴間中学校 484 39 5 0 94 

東林中学校 1,224 88 23 0 235 

避 難 所 

冬 ２ 時 冬 １８ 時 

死 者 閉込者 重傷者 軽傷者 
避難者 

当日 

避難者 

１週間後 

東林小学校 18 107 21 118 868 1,900 

上鶴間小学校※１ 7 36 7 37 284 584 

鶴の台小学校※２ 10 78 12 73 592 1,811 

くぬぎ台小学校 5 40 6 37 302 778 

上鶴間中学校 3 15 3 13 109 233 

東林中学校 6 28 6 32 233 417 
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２ 浸水（内水）ハザードマップによる地区被害想定 

(１) 想定雨量と条件 

浸水（内水）ハザードマップは、平成 20 年に記録した、１時間に 96.5 ミリと同じ

降雨が全市域に同時に発生した場合に、浸水が広がる範囲とその深さを想定したもの

である。 

(２) 想定結果 

東林地区では、0.2 メートル以上 0.5 メートル未満での浸水が予想されている場所

が多く、地区全域に点在している。想定される最大浸水深は地区南部で 1.5 メートル

未満とされている。 

 

３ 土砂災害の危険性 

地区内では、上鶴間６丁目、深堀川付近において、急傾斜地の崩壊のおそれがある区域

として、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に指定されている。 

 

 

 

 



 

 
 

 

 
２ 災害予防計画 
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第１章 家族ではじめる防災意識の確認と日頃の備え（自助） 
 

１ 地震対策 

いつ地震が発生しても被害を最小限に食い止められるように、わが家の内外の危険箇所

をチェックして、事前に安全対策をしておく。 

(１) 防災会議を家族全員で開く 

① 家族の役割分担を決める。 

② わが家の危険箇所をチェックする。 

③ 非常持ち出し品をチェックする。 

④ 緊急連絡方法を確認する。 

⑤ 消火器等の防災用具をチェックする。 

⑥ 避難場所や避難路を確認する。 

⑦ 在宅避難のための事前の備えを確認する。（食料品、水、携帯トイレなど） 

(２) 家の中の安全対策 

① 家の中に家具類を置かない安全なスペースをつくる。 

② 寝室、子ども・高齢者・病気にかかっている人の部屋には家具を置かない。 

③ 出入口や通路に物を置かない。 

④ 家具類の転倒・移動防止とガラスの飛散防止対策をする。 

⑤ ガスコンロやストーブのまわりは、燃えやすい物は置かない。 

⑥ アイロンやドライヤーなどのコンセントをつないだままにしない。 

(３) 家のまわりの安全対策 

① 鉄筋や基礎が入っているかなど、ブロック塀の安全対策をする。 

② ベランダの植木鉢などを整理し、落ちる危険がある場所には何も置かない。 

③ 不安定な屋根のアンテナ、屋根瓦は補強する。 

④ プロパンガスのボンベは固定しておく。 

 

２ 風水害対策 

(１) 瓦などの屋根材の点検やアンテナ支線等の補強をする。 

(２) 雨戸や窓の補強をする。 

(３) 家のまわりやベランダに置いてある、風で飛ばされそうな物を片付ける。 

(４) 納屋や物置の危険物などの安全の確認をする。 

(５) 雨どい、排水溝、側溝、グレーチングに木の葉等がつまっていないか確認する。 

(６) 大雨の時や大雨が予測される時は、川や海などには近づかない。 

(７) 避難に備えた行動を時系列的に整理した「マイ・タイムライン」を作成する。 

(８) ハザードマップやさがみはら防災マップを活用し、避難する必要があるか確認する。 
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３ 延焼防止対策 

大地震発生時等には、火災の同時多発、消防車の通行不能、消火栓の使用不能等により、

消防機関の活動は通常の火災の場合よりも大幅に制限される。 

すべての住民が自宅や隣近所といったごく身近なところで初期消火活動を実践し、火災

の拡大を防御することが重要であるため、安全を確保しつつ、迅速に初期消火活動を行い、

火災の拡大を防御するため、次の消火資機材等を備える。 

(１) 消火器、簡易消火具等の設置（各家庭） 

(２) 感震ブレーカーの設置（各家庭） 

 

４ ペットの災害対策 

ペットを連れて避難する場合には、動物アレルギーの方や動物が苦手な方が避難するこ

とがあるため、避難所の居住区画から離れた場所に設置されたペット用の区画で、必ずゲ

ージに入れるか、リードに繋ぎとめてペットを飼育することになる。 

また、避難時に使用するペット用品の準備やペットが迷子になってしまった場合に備え

た身元の表示、ワクチンの接種などのペットの災害対策が必要になる。 

 

５ ひばり放送が聞こえない時などへの対策 

大雨や台風の時には、「ひばり放送」から放送される避難情報の発令などが雨音で聞こ

えない場合がある。 

対策として、防災メールの登録やＦＭさがみなどのひばり放送が聞こえない場合の情報

入手方法を確認する。 
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第２章 地域社会で防災対策（共助） 

 

１ 地震対策（風水害対策も共通） 

(１) 地域防災組織の主な役割 

① 連合自主防災隊 

市や単位自主防災隊との間に立ち、防災関連情報等の連絡や防災訓練等に関する

調整などを行う。 

【連合自主防災隊の役割】 

 

 

 

 

 

 

② 単位自主防災隊 

単位自主防災隊は、各自主防災隊の規模や活動の状況等に応じて編成することが

大切であり、円滑な防災活動を行えるよう、以下の基本的な方針に沿った組織づく

りとする。 

【本部の役割】 

 

 

 

 

 

 

 

【各班の役割】 

班 名 役  割 

情報連絡班 啓発活動、情報伝達訓練及び連絡様式の準備等 

初期消火班 
消火技術の習得や消火器等の事前点検、地域の事業所が持

つ自衛消防隊との連絡体制の構築 

救出・救護班 救出方法、応急手当の方法、担架搬送の要領等の技術習得 

避難誘導班 避難経路の安全チェック、危険要素のチェック 

給食・給水班 炊き出しの方法、給食の配分方法、給水方法の習得 

災害時要援護者支援班 要援護者の把握、支援の方法の確立 

役 職 役  割 

連合自主防災隊長 防災関連情報等の連絡及び単位自主防災隊を超えた地域

防災訓練、イベント等の計画・実施を行う。 

情報の収集・伝達訓練、避難誘導訓練、避難所運営訓練、 

炊き出し等給食・給水訓練、仮設トイレ設置訓練、 

災害時要援護者支援訓練 など 

副隊長 

防災専門員 

役 職 役  割 

自主防災隊長 
地区連合自主防災隊との連絡調整や防災訓練等の計画・実

施、避難計画の策定、組織内の情報伝達体制の整備 

副隊長 自主防災隊長の補佐 

防災部長 
自主防災隊長の補佐及び防災活動に係る各班への専門的、

技術的指導・指揮 
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③ 避難所運営協議会 

避難所の運営が円滑に行われるように、避難所運営協議会長を中心とし、避難所

運営についての協議及び作業班を含めた訓練を行う。 

【作業班の役割】 

班 名 協議・訓練の内容 

管理班 避難所の管理全般 

情報班 避難者名簿の作成、現地対策班との情報交換・連絡調整 

衛生班 衛生対策 

救護班 負傷者等への救護活動 

要援護者支援班 災害時要援護者への対応 

給水班 飲料水・生活用水の確保 

救援物資班 生活必需品の管理、受け入れ、分配 

炊き出し班 炊き出し、食料管理、受け入れ 

安全・警備班 安全管理、巡回警備 

(２) 災害危険の把握 

自主防災隊は、災害予防に資するため、次のとおり地区固有の防災課題の把握を行

う。 

また、それらを記載した地図を作成し、地区内で情報共有する。 

① 把握事項は、次のとおりとする。 

(ｱ) 危険地域、区域等 

(ｲ) 地区の防災施設、設備 

(ｳ) 過去の災害履歴、災害に関する伝承 

② 把握の主な方法は、次のとおりとする。 

(ｱ) 相模原市防災アセスメント調査 

(ｲ) 相模原市地区別防災カルテ 

(ｳ) 相模原市ハザードマップ（洪水・土砂） 

(ｴ) 地区内の踏査（防災まち歩き） 

(３) 中高層共同住宅等の災害対策 

中高層共同住宅の管理者は、敷地・建物内に防災備蓄スペース、災害用トイレなど、

ライフラインが復旧するまでの間、居住者が自立生活できるための震災対策用設備等

を確保するよう努める。 

また、必要に応じ火災対策として、感震ブレーカー等の設置に努める。 

(４) 防災知識の普及・啓発 

地区住民の防災意識を高揚するため、地域団体や事業者等の各種団体は市が進める

下記の普及啓発活動に協力する。 
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① 普及・啓発の内容 

(ｱ) 防災知識及び地区防災計画に関すること。 

(ｲ) 地震、火災、風水害等についての知識に関すること。 

(ｳ) 各家庭における防災上の留意事項に関すること。 

(ｴ) 地震発災後７２時間における活動の重要性に関すること。 

(ｵ) 食料等を３日分以上確保することの重要性に関すること。 

(ｶ) 住宅の安全対策に関すること。（耐震化、感震ブレーカー、家具の固定等） 

(ｷ) ブロック塀の安全対策に関すること。 

(ｸ) 南海トラフ地震臨時情報が発表された場合に関すること。 

(ｹ) 風水害時の避難行動の確認とマイ・タイムラインの作成に関すること。 

(ｺ) ペットを飼育している飼い主に対する災害への備えに関すること。 

(ｻ) トイレが使用不能になった場合の対策に関すること。 

(ｼ) その他防災に関すること。 

② 普及・啓発の方法 

(ｱ) 広報誌、パンフレット、リーフレット、チラシ等の配布 

(ｲ) 講演会、座談会、映画上映会等の開催 

(ｳ) パネル等の展示 

(ｴ) 防災地図等の作成 

③ 実施時期 

火災予防運動期間、市防災週間等防災関係諸行事の行われる時期に行うほか、他

の催し物に付随する形式で随時実施する。 

(５) 防災訓練の実施 

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、初期消火、救出・救護、避難

誘導、災害時要援護者対策等が迅速かつ適切に行えるよう、次により防災訓練を実施

する。 

また、相模原市等が行う訓練に参加する。 

① 個別訓練と合同訓練 

単位自主防災隊、各避難所運営協議会、学校、事業所等が各々実施する訓練を「個

別訓練」、複数の組織が合同で実施する訓練を「合同訓練」とする。 

各組織は、日頃から、個別訓練により防災資機材の操作方法や発災時の行動につ

いて習熟を図るほか、組織同士が連携・連動した合同訓練を実施する。 

② 訓練の種類（例） 

(ｱ) 情報収集・伝達訓練 

(ｲ) 消火訓練 

(ｳ) 避難訓練 

(ｴ) 救出・救護訓練 
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(ｵ) 給食・給水訓練 

(ｶ) 災害図上訓練（DIG） 

(ｷ) 避難所運営ゲーム（HUG） 

(ｸ) クロスロード 

(ｹ) 住民体験型訓練（起震車体験・煙体験等） 

③ 訓練実施計画の作成 

訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作

成する。 

④ 訓練の時期及び回数 

訓練は、原則として春季（３/１～３/７）及び秋季（１１/９～１１/１５）の火

災予防運動期間中並びに防災の日（９/１）に実施する。合同訓練は年１回以上、

個別訓練は随時実施する。 

(６) 防災資機材等の備蓄・管理 

防災資機材等の備蓄及び管理に関しては、次により行う。 

① 配備計画 

防災資機材等の配備場所、数量を適正に管理し計画的な備蓄に努める。 

【資料編、自主防災組織の手引き参照】 

② 定期点検 

市防災週間（７月第１土曜日から１週間）を全資機材の点検日とする。 

(７) 災害時要援護者（注１）の把握、避難支援体制 

災害が発生した場合に、高齢者、障がい者その他特に配慮を要する者などに対する

適切な応急対策及び救援活動を行うため、各地域の特性や実情を考慮し、日頃から地

区のコミュニティの形成や社会福祉活動に積極的に取り組み、災害に備える。 

なお、地区内における単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動に

ついては「相模原市災害時要援護者避難支援ガイドライン」を参考に行うこととする。 

① 災害時要援護者名簿・マップ等の作成 

災害時、避難支援や安否確認等に使用する災害時要援護者名簿・マップ等を作成

し、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、災害ボランティア組織、自治会等と連

絡を取り合って原則年１回更新する。 

② 災害時要援護者の避難誘導、救出・救護方法等の検討 

災害時要援護者に対する円滑な避難誘導や効果的な救出・救護活動等について予

め検討し、訓練等に反映させる。 

③ 避難計画書の作成 

各自主防災隊は広域避難場所及び避難所と、避難経路を示した、避難計画書を作

成する。 

【資料編、自治会別避難場所・避難所一覧参照】 
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（注１）災害時要援護者とは：乳幼児、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、

病人、高齢者、妊産婦、外国人など災害に際して必要情報を得ることや迅速かつ

適切な防災行動をとることが困難であるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(８) ネットワークづくり 

地域防災力を発揮するには、自主防災隊、避難所運営協議会などの地区防災組織の

みならず、地域の諸団体が一致団結する必要がある。 

そのため、日頃から、各団体間での情報の共有や、得意分野に応じた役割分担につ

いて話し合いをしておくなどして、地域内で災害に備えたネットワークづくりをして

おくことが重要である。 

＜取組の例＞ 

・ 災害時要援護者の支援に向けた、自治会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、

高齢者支援センター等の情報共有 

・ 避難所での避難者の健康保持に向けた、地域の健康づくり関係団体等の協力体制

の構築 

 

※災害時要援護者名簿の作成 
  災害時要援護者の避難支援には、マンパワー等の支援する力が不可欠であり、実効

性のある避難支援を計画するために、避難支援等関係者になり得る者の活動実態を把

握して、地域における避難支援等関係者をあらかじめ決めておくこととする。その際、

消防機関、警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織に限定して考

える必要はなく、地域に根差した幅広い団体の中から、地域の実情にあった者とする。 
また、避難支援等関係者となりうる者をより多く確保するのに当たっては、年齢要

件等にとらわれず、地域住民の協力を幅広く得ることとする。 
 



 



 
 

 
 

 
３ 応急対策計画 
  (地震・風水害) 
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第１章 災害発生時の防災行動パターン（自助） 
 

１ 地震対策 

地震はいつ、どこで起きるかわからず、また、その時必ずしも家族と一緒にいるとは限

らない。災害が発生した場合は、自分の周り、あるいは自分自身がどのような状況になっ

てしまうのか、どう行動すべきかを日頃から具体的にイメージしておくことが大変重要で

ある。 

(１) 地震発生時の行動パターン 

① ０～１分    落ち着いて姿勢を低くして身を守る。 

揺れが収まったら ●火の始末をする。 

●出口を確保する。 

②  ～１０分   家族や家財を守る。一時避難場所へ避難する。 

●家族の安全を確認する。 

（電話での通話は控え、災害用伝言サービスなどを利用す

る。） 

●火災が発生していれば初期消火を行う。 

●ガラスの破片が飛散している場合、足を守るためにスリッ

パや靴を履く。 

●家屋倒壊などのおそれがある場合は、非常用持ち出し品を

持って一時避難場所に避難する。 

③  ～数時間   近所の協力 

●隣近所の安全を確認する。 

特に一人暮らしの高齢者など災害時要援護者のいる家に

は積極的に声をかけ、安否を確認する。 

●テレビ、ラジオなどで情報を集める。 

●近隣で出火していたり動けない人がいたりしたら、隣近所

で協力して消火や救出にあたる。あわせて１１９番通報す

る。 

●子どもの迎えや隣近所の安全確認などで自宅を離れると

きは、行き先を書いたメモを家族だけが分かる場所に残す。

【空き巣対策】 

④  ～３日間   自力でしのぐ 

●避難先から帰宅したときは、家の安全を確認する。 

●ライフラインが復旧するまで時間がかかることもあるの

で、水や食料、生活必需品は備蓄でまかなう。 

●引き続き情報を集める。 
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●引き続き地震や火災などに注意する。 

(２) 火災発生時の行動パターン 

① 大声を出して家族や近所に知らせる。 

② 落ち着いて初期消火をする。 

③ 煙に巻かれないように早く避難する。 

(３) 救出・救護活動 

建物の倒壊、落下物等により救出・救護を必要とする者が生じたときは、近所の人

と協力し、救出・救護活動を行う。 
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(４) 避難判断 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 災 

①自宅が倒壊した、または倒壊していないが、身の危険を感じる 
②自宅で火災が発生し、初期消火できなかった 
③近隣で火災が発生し、延焼のおそれがある 

一時避難場所へ避難 
◆一時避難場所：地震に伴う火災等の災害が近隣に発生した場合、地域住民が一時的に

避難し、災害の推移を見守るための空き地、広場、公園、学校等の場所 
（各自治会が指定している） 

大規模な火災が発生し、一時避難場所にいては危険 

広域避難場所へ避難 
◆広域避難場所：地震発生時において、同時多発の火災が発生し延焼拡大した場

合、その地域内の住民が火煙やふく射熱におかされることなく生命、身体の安全

を確保できる場所（相模カンツリー倶楽部、上鶴間小学校・中学校） 

揺れや火災が収まり周囲に安全が確保されたら、自宅に戻る 

「自宅での生活ができる状態である」または 
「身を寄せられる親せき・知人宅がある」 

在
宅
避
難 

そのまま 
一時避難場所で待機 

在宅避難 
親せき・知人宅へ避難 

避難所へ避難 
◆避難所：地震で家が倒壊、焼失した被災者等に救援措置を行う施設で、小・中学校が

指定されている 

◆救護所：災害時に応急手当を中心とした医療救護活動を行う場所 

いいえ 
はい 

いいえ はい 

１つでもあてはまる 

あ
て
は
ま
ら
な
い 

全
て 
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２ 風水害対策 

(１) 風水害時の命を守る行動パターン 

① こまめに気象情報を確認する。 

・事前に避難する場所（親戚・知人宅や風水害時避難場所等）を確認する。 

・テレビ、ラジオ（ＦＭさがみ）、防災メール、ホームページ（気象庁）を確認す

る。 

② 注意報や警報などが発表された場合 

・大雨・洪水注意報：外の様子に注意、避難の準備、避難方法確認する。 

・大雨・洪水警報：高齢者等避難：高齢者等避難に時間がかかる方は、避難を開始

する。 

・土砂災害警戒情報：避難指示：危険場所から避難する。 

土砂災害警戒区域に住んでいる人は、隣近所で声を掛け合っ

て避難を開始する。 

・大雨特別警報：緊急安全確保：命を守って、直ちに安全確保する。 

③ 風水害時避難場所へ避難を開始する。 

④ 避難することがかえって危険な場合 

・自宅のがけや川から離れた２階以上の部屋で待機する。 

(２) 風水害時の浸水から家屋を守る行動パターン 

① 排水設備の点検をする。 

・排水溝や雨水ますが落ち葉やごみでふさがっていないかを確認する。 

② 土のうを準備する。 

・土のうで道路から住宅等への雨水の流入を防ぐ。 

③ 水のうを準備する。 

・下水道管からの逆流は水のうで防ぐようにする。 
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第２章 地区連合自主防災隊本部の活動（共助） 
 

１ 連合本部の設置 

(１) 設置基準 

① 地震災害 

相模原市で「震度５強」以上の地震が観測された場合、もしくは南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震警戒・巨大地震注意）が発表された場合。 

② 風水害 

風水害により地区内で甚大な災害被害が想定される場合。 

(２) 設置場所 

東林まちづくりセンター会議室に、「東林地区連合災害対策本部 （以下「連合本

部」）」を設置する。 

(３) 連合本部の組織 

連合本部は、東林地区連合自主防災隊長、副隊長及び地区防災専門員で組織する。 

(４) 連合本部設置の連絡 

連合本部を設置した場合には、「東林地区現地対策班（以下「現地対策班」。）」

及び「単位自主防災隊本部」にその旨を連絡する。 

 

２ 連合本部の活動 

連合本部は、現地対策班と共に地域内地図やホワイトボード等を活用し、災害対応にあ

たる。また、現地対策班と地区内の状況・情報を共有し、被害状況の掌握及び統括の活動

を行う。 

(１) 地区内の被災・被害状況の収集 

① 連合本部は、各単位自主防災隊本部から、各自治会内の被災・被害状況及び支援

要請等の要望事項を収集する。 

② 連合本部は、現地対策班から、地区内の避難所開設や広域避難場所開設の情報及

び地域の被災・被害状況を収集する。 

(２) 地区内での協力・応援要請の調整 

① 連合本部は、地区内で対応する消火や救出等の事案について、単位自主防災隊本

部間の調整を行う。 

② 連合本部は、各避難所運営本部への協力・応援を各自主防災隊本部に要請する。 

(３) 市への支援要請 

連合本部は、現地対策班を通じて、市に消火、救出、医療、給食・給水等について

支援要請を行う。 

※避難所への物的・人的な支援要請は、避難所から直接現地対策班を通じて、南区

本部に支援要請を行う。 
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(４) 市内の情報収集 

連合本部は、現地対策班を通じて、災害の規模及び近隣地区や市内の被災・被害状

況を収集する。 

(５) 地区内への情報の伝達 

連合本部は、被災者に対する支援情報や地域に必要となる情報について、各単位自

主防災隊本部に情報を伝達する。 

※各避難所運営本部へは現地対策班から情報提供を行う。 

 

３ 情報の収集・伝達手段 

連合本部は、被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な防災・応急措置を行うため、

情報の収集・伝達を次により行う。 

(１) 情報の収集 

テレビ、ラジオ、防災行政用同報無線（ひばり放送）、伝令、簡易無線、固定電話、

携帯電話、ＦＡＸ、インターネット等 

(２) 情報の伝達 

伝令、簡易無線、固定電話、携帯電話、ＦＡＸ、インターネット等 

 

４ 本部の廃止 

地震、風水害等による災害発生のおそれがなくなった場合、もしくは発生した災害・応

急対策が概ね終了したと認められる場合には、本部を廃止する。また、本部を廃止した場

合には、現地対策班及び各単位自主防災隊本部にその旨を連絡する。 

 

【体系図】 

   

                         

   

 

 

 

                                    

 

 

 

 

 

 

現地対策班 

（東林まちづくりセンター内） 

市南区本部 

東林地区連合自主防災隊本部 

（東林まちづくりセンター内） 

単位自主防災隊本部 

（15 単位自治会） 

避難所運営本部     

（東林小・上鶴間小・くぬぎ台小・    

上鶴間中・東林中） 
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第３章 単位自主防災組織活動（共助） 
 

１ 地震対策 

大規模な地震災害が発生した時には、火災の発生、建物の倒壊、電話の不通や道路交通

網・電気・ガス・水道施設などが寸断され、消防などの公的な防災関係機関の活動が制限

されることが予想されるため、自主防災隊を中心としながら地域住民が一丸となって参

加・連携し活動を行うことが大切である。 

(１) 単位自主防災隊の本部の活動 

① 単位自主防災隊本部の設置 

「単位自主防災隊本部（以下「単位本部」という。）」の設置が必要と判断され

たときは、単位自主防災隊は、防災隊長、副隊長、防災部長により、単位自主防災

隊で定めた場所に「単位本部」を設置する。  

なお、単位自主防災隊長が参集できない場合は、代行順位上位者の参集をもって

対応するものとする。 

② 単位本部の活動内容 

災害が発生した場合や災害が発生するおそれのある場合は、単位自主防災隊で本

部を設置し、次のとおり活動を行う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 情報収集・伝達活動 

① 基本的な活動指針 

情報連絡班は、被害情報等を収集し、連合本部を通じて、現地対策班に連絡する

とともに、正しい情報を住民に伝達する。 

② 主な活動内容 

情報連絡班は、地区におけるきめの細かい情報の伝達ルートとしての役割を果た

○単位自主防災隊で定めた場所に単位本部を設置する。  
・連合本部に設置したことを連絡する。 

○災害活動の統括  
・災害や参集の状況に応じ、単位自主防災隊各班を編成する。 
・単位自主防災隊各班の状況を把握し、自治会全体の災害活動を統括する。 

○各種報告及び応援要請 
 ・火災、救出・救護、避難及び被害状況等の報告並びに各種応援要請を行

う。 
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すため、主に次のような情報収集・伝達活動を行う。 
(ｱ) 正しい災害関連情報、地区内の被害情報等の把握をするため、関連組織からの

情報を収集し、取りまとめて単位本部及び連合本部に伝達する。 

(ｲ) 連合本部、現地対策班への応援要請及び情報収集を行う。 

(ｳ) 地区住民や自主防災組織の各班へ情報伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 初期消火活動 

① 基本的な活動指針 

初期消火班は、安全を確保しつつ、初期消火活動を行い、火災の拡大を防ぐ。 

② 主な活動内容 

各家庭での出火防止が一番大切である。各家庭に対して、火の元の始末など出火

防止のための措置を講じるように呼びかけるとともに、火災が発生した場合、消火

器、水バケツ、小型消防ポンプ（スタンドパイプ）等を活用し、隣近所が相互に協

力して初期消火に努める。 
(ｱ) 出火防止の呼びかけを行う。 

(ｲ) 初期消火を行う。（個人レベル〜初期消火班による組織的な活動） 

(ｳ) 火災の発生状況を把握し、本部へ報告するとともに必要に応じて応援を要請す

る。（情報連絡班へ） 

(ｴ) 火災拡大地区からの応援要請があった場合は協力する。 

(ｵ) 消防機関への協力を行う。（火災現場での活動補助、残火処理や警戒活動等） 
 

 

 

 

 

 

 

重要事項 

① 情報伝達は簡単明瞭にする。 

情報は、簡単で明瞭なことが肝心である。「いつ、何が（誰が）、どこで、

どうして、どのように、何を」の要領で、特殊な用語やあいまいな表現がな

いように心がけ、特に数字には注意する。 

② メモを忘れずに取る。 

誤った情報伝達を防ぐため、できる限りメモを取る。特に電話での伝言は、

必ず記録する。 
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(４) 救出・救護、搬送活動 

救出・救護班は、建物の倒壊、落下物等により救出・救護を必要とする者が生じた

ときは、安全を確保し、直ちに救出・救護活動を行う。この場合、現場付近の者は、

救出・救護活動に積極的に協力する。 

① 基本的な活動指針 

救出・救護班は、周囲の人へ協力を求め、負傷者等の救出・救護・搬送活動を行

う。 

② 主な活動内容 

(ｱ) 下敷きになっている人等の救出・救護を行う。 

（個人レベル〜救出・救護班による組織的な活動） 

(ｲ) 地区内の被害状況を把握し、本部へ報告するとともに必要に応じて応援要請を

する。（情報連絡班へ） 

(ｳ) 被害甚大地区からの応援要請があった場合は協力する。 

(ｴ) 消防機関等への協力を行う。（現場での活動補助等） 

(ｵ) 応急手当と救護所への搬送を行う。 

 

 

 

 

 

◆消火活動は安全第一に考える◆ 

一般的には、天井に火が燃え移るまで、出火から３分くらいが初期消火の限

度と言われているため、それを超える火災に発展したら、すぐに避難して、消

防隊が到着するまでの間は、火災の延焼拡大を防ぐことに努める。  

火が天井に達すると、フラッシュオーバー（火災によって発生した熱が建物

内に蓄積され、可燃物が燃焼しやすい状態になり、部屋全体が一度に燃え出す

現象）の危険があるので、直ちに屋外に退避して、安全な場所から屋内に向け

て消火器を放射し、ドアや窓を閉めて外気の流入を阻止し、火勢の抑制を図る

ことが望ましい。 

  火災現場には、逃げ遅れや火傷・怪我をした人がいることを考慮して活動す

る。 

服装は、長袖、長ズボン、ヘルメット、軍手、厚底の靴など安全な服装とし、

懐中電灯やロープを携行する。 
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◆救出・救護・搬送活動等の原則◆  

① 救出・救護活動は、救命処置を必要とする者を優先して行う。 

② 救出・救護の事態が火災現場付近とそれ以外の場所にあった場合は、火災現

場付近の救出・救護を優先して実施する。 

③ 防災関係機関による救出が必要であると認めるときは、１１９番通報し、出

動を要請する。 

④ 傷病者は、消防団員、自主防災組織等の協力を得て、自主的な応急手当を行

う。 

⑤ 傷病者の状態が医師の手当を必要とすると認めたときは、救護所へ搬送す

る。医療機関への搬送は、救護所において判断する。 

⑥ 災害現場は事故の危険性が高く、服装等は、長袖、長ズボン、ヘルメット、

軍手、厚底の靴など、安全な服装で作業を行う。 
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(５) 避難誘導活動 

避難誘導班は、市から避難指示等が出たとき、又は連合本部や単位本部の隊長等が

避難の必要があると認めたときは、地域内にいる全ての人に対して、避難誘導を行う。 

① 基本的な活動指針 

避難誘導班は、全員が安全に避難できるよう避難誘導を行う。 

② 主な活動内容 

避難誘導班を中心に、避難計画に基づき、次のような活動を行う。 

(ｱ) 避難行動をする理由、避難時の注意事項を住民へ周知する。 

(ｲ) 避難者の安全確保、安全確認し避難誘導をする。 

(ｳ) 広域避難場所または避難所に誘導する。 

(ｴ) 単位自主防災隊本部に避難状況を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 災害時要援護者対策 

災害時要援護者支援班は、災害時において、高齢者、障がい者その他特に配慮を要

する者などの災害時要援護者に対して、関係機関等の協力を得て、応急対策を行う。

なお、地区内における単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動につ

いては「相模原市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づき行うこととする。 

① 災害発生時の対応 

災害時要援護者支援班は、災害発生後概ね３日間を目途に、災害時要援護者の安

否確認や避難支援等の支援活動を積極的に行う。 

② 安否情報の収集 

災害時要援護者支援班は、大規模災害が発生した場合、安全が確保される範囲内

において、支援台帳等をもとに災害時要援護者宅の個別訪問など、主体的に安否確

認を行い、地区内支援組織間での情報を共有するとともに本部に報告する。 

③ 避難誘導 

◆重要事項◆ 

① 災害時要援護者を優先的に避難させる。 

災害時要援護者や自力で避難ができない人が逃げ遅れないよう、みんなで協力

することが大切となる。 

戸別に声をかけ、車椅子、リヤカー、担架等により必要に応じて援助し、また、

避難の際は列の中央におくなどの配慮が必要となる。 

② 安全な装備で避難する。 

かついで逃げられるのは１０ｋｇ程度と言われている。 

携行品は、必要最低限の生活用品等を入れた非常持ち出し袋（リュックサック

等）だけとし、安全な服装で避難する。 
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災害時要援護者支援班は、避難経路、避難場所については、安全を確認の上、指

定された場所等に速やかに誘導することとする。 

④ 在宅の災害時要援護者への支援 

(ｱ) 災害時要援護者支援班は、避難所運営協議会及び現地対策班等と協力して在宅

の災害時要援護者への支援を行う。 

(ｲ) 単位自主防災隊は、避難所運営協議会及び現地対策班等から、在宅の災害時要

援護者の情報収集を行うとともに、随時、現地等での情報収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７) 住民の安否確認 

単位自主防災隊は、必要に応じて救出・救護班、避難誘導班等により、安全が確保

される範囲内において、現地確認や避難所への避難状況の確認を行い、住民の安否確

認の情報収集を行う。 

(８) 避難所以外の被災者への対応 

① 在宅避難者の把握・支援 

単位自主防災隊は、避難所運営協議会及び現地対策班と情報交換を行い、在宅避

難者の情報収集を行う。 

また、単位自主防災隊は、避難所において避難所運営協議会が行う在宅避難者へ

の支援物資の配布に協力する。 

② 車中泊避難者等への対応 

車中泊等、避難所外に避難しようとする避難者には、避難所内に入るように勧め

るが、やむを得ず車中泊等を選ぶ避難者については、在宅避難者と同様の対応を行

う。 

また、エコノミークラス症候群の健康管理に係る注意喚起を行う。 

(９) ボランティアへの支援要請について 

災害時におけるボランティア活動については、現地対策班を通じ、相模原災害ボラ

◆重要事項◆ 

① 災害時要援護者の安否確認  

災害時要援護者支援班が地区民生委員・児童委員等と協力して戸別に確認する

ことが基本となる。 

② 避難誘導方法  

高齢者、障害者などの災害時要援護者の援助に関しては、それぞれの人に適し

た方法を確認し、複数の人で対応することを基本とし、車椅子、リヤカー、担

架などを活用する。他に援助者がいない場合は、ひもで背負うなど臨機応変に

対処する。 
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ンティアセンター等と連絡調整を行い、以下の各種活動分野に対して、必要に応じて

支援を要請することとする。 

① 専門ボランティアの活動分野 

(ｱ) 医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、柔道整復師等） 

(ｲ) 福祉（手話通話、介護士） 

(ｳ) 無線（アマチュア無線技士、タクシー無線） 

(ｴ) 特殊車両操作（大型重機等操作資格者） 

(ｵ) 通訳（外国語通訳） 

(ｶ) 被災建築物の応急危険度判定（応急危険度判定士） 

(ｷ) 相談業務（弁護士、会計士、カウンセラー等） 

(ｸ) その他専門知識や技能を必要とする分野 

② 生活支援ボランティアの活動分野 

(ｱ) 救援物資の整理、仕分け、配分 

(ｲ) 避難所の運営補助 

(ｳ) 救護所の運営補助 

(ｴ) 清 掃 

(ｵ) 災害時要援護者等の生活支援 

(ｶ) 広報資料の作成 

(ｷ) その他危険のない作業 

 

２ 風水害対策 

(１) 水防活動 

風水害時、雨量の増加により、深堀川が溢れそうになるなど、浸水の恐れがある場

合には、被害を防ぐため市及び消防団に協力し土のう積を行う。 

(２) 広報活動 

市から高齢者等避難及び避難指示が発令された場合、地区内の住民に対し、メガホ

ン等により広報活動を行う。 
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第４章 避難所運営協議会の活動 
 

災害時、避難所では平常時の避難所運営協議会に避難者の代表が加わった「避難所運営協

議会」と、避難所運営を分担して行う「作業班」で構成する避難所運営本部を立ち上げる。 

 

１ 避難所の開設 

(１) 避難所への参集 

市域で震度５強以上の地震が観測された場合、もしくは南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒・巨大地震注意）が発表された場合、避難所運営協議会委員は「広報

車」・「ひばり放送」などで、この情報を確認したら、家族・自宅などの安全を確認

したのち、防災具（ヘルメット、手袋、タオル、マスク、ラジオ、懐中電灯等）を装

備し、避難所正門玄関前など事前に決められた場所に参集する。 

(２) 避難所開設の準備 

施設管理者、避難所運営協議会委員（以下、協議会委員）ならびに避難所担当職員

で、避難所開設の準備を行う。 

① 避難所施設の安全点検を実施する。 

安全確認チェック表に基づき、施設の安全点検とライフラインの点検を行う。 

② 施設内の散乱物の撤去を行う。 

③ 立入禁止場所区域、教室及び使用禁止設備を明示する。 

④ 避難所担当職員は、現地対策班に避難所の被害状況を報告する。 

(３) 避難者受入の準備 

参集した協議会委員は、各班の作業手順、優先事項を確認後、各作業班マニュアル

に基づき避難者受入の準備を行う。 

① 管理班 

・避難者の居住区画を設定する。 

・共用区画の配置を行う。 

・救援物資班と共に救援物資搬入の動線を確保する。 

② 情報班 

・避難者カード等の帳票、筆記具、提出箱を準備する。 

・情報の収集・伝達器材を確認し確保する。 

③ 衛生班 

・仮設トイレの設置場所を確認し準備をする。 

・ゴミ置き場、汚物集積場所等の設置場所を確認し準備をする。 

・屋外にペット区画を確保する。 

④ 救護班 

・救護室（医務室）となる部屋を確認し整理する。 
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・傷病者リスト、筆記具を準備する。 

⑤ 要援護者支援班 

・要援護者専用の居住区画を確認する。 

・多言語指差しボード等の支援用器材を準備する。 

⑥ 給水班 

・各給水設備の使用の可否を点検する。 

・給水用具、運搬用具を準備する。 

・ろ過器等の燃料および消毒用薬品を確認する。 

⑦ 救援物資班 

・入出庫関連の帳票を準備する。 

・初期段階での配布物（毛布、敷きシート等）の備蓄倉庫からの搬出準備をする。 

・備蓄食料の数量と日付確認と搬出準備をする。 

⑧ 炊き出し班 

・炊き出し設備の使用確認をする。 

・炊き出し用具（釜、鍋、やかん、ひしゃくなど）を確認する。 

・食糧の在庫を確認する。 

⑨ 安全・警備班 

・共用場所に各種の「共通ルール」を掲示する。 

⑩ 協議会委員全員 

班別の作業が完了した班は、順次、受付場所に集まり、設営を始める。 

・避難者受入の受付場所を設置する。 

・机・椅子・幟・養生テープなどの受付場所の設営準備をする。 

・筆記用具・避難者カード・手指消毒用アルコール・非接触型体温計・マスクなど

の受付用備品を準備する。 

(４) 避難者の受入 

避難者の受入対応は、新型コロナウイルスの感染対策として「三つの密（密閉空間・

密閉場所・密接場面）」を避け、協議会委員全員で行う。 

・受付で避難者カードを渡し、避難者にその場で記入してもらった後に居住区画に

誘導する。 

・負傷者は救護室へ、災害時要援護者は専用の居住区画に誘導する。 

・発熱等の症状がある避難者は、医療機関へ搬送されるまでの間は専用のスペース

に誘導する。 

 

２ 避難所の運営 

避難所運営については、避難所運営本部を中心に、「避難所運営マニュアル」に基づき

避難者全員が協力して、円滑に避難所を運営する。 
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(１) 作業班の編成 

避難所運営協議会は、避難所運営が円滑に行われるよう平時からの協議会委員を中

心に、避難者も加わった作業班を編成する。 

作業班のメンバーは、避難所開設当初は平常時の協議会委員が中心となる。 

避難者も作業班に参加し、ともに避難所の運営に協力する。 

各区画の代表者は、避難者の中から作業班に参加するメンバーを選出する。 

(２) 作業班の活動 

① 管理班 

・避難者（一般避難者、災害時要援護者）の居住区画を設定する。 

・共用区画の配置を行い、避難者に各区画の使用ルールを周知する。 

② 情報班 

・避難者カードを基に避難者名簿を作成し避難者数を把握する。 

・常時、避難所の入退所者の管理を行う。 

・支援が必要な在宅避難者名簿を作成する。 

・避難所内の情報の収集と現地対策班への報告を行う。 

・外部からの情報を避難者に伝達する。 

③ 衛生班 

・組み立て式仮設トイレ、マンホールトイレを設置する。 

・ゴミ置き場、汚物集積場所等を設置する等、衛生環境の整備を行う。 

・トイレ、ゴミ置き場等の清掃当番を決め、トイレの衛生を保持する。 

④ 救護班 

・怪我人などへの応急的な手当を行う。 

・避難所の疾病者を把握し、傷病者リストを作成する。 

・避難者等の健康に関する相談窓口を設置する。 

⑤ 要援護者支援班 

・高齢者、障がいのある方、傷病者、妊産婦、乳幼児、日本語を話せない外国人な

どの災害時に支援が必要となる災害時要援護者への様々な支援を、可能な範囲で

優先的に対応を行う。 

⑥ 給水班 

・飲料水及び生活用水を確保し、避難者に供給する。 

・避難者への供給は、事前に策定された供給ルールに従い実施する。 

⑦ 救援物資班 

・備蓄倉庫内の物資の搬入搬出を管理する。 

・救援物資の支援要請を行い、救援物資の受入れを主導する。 

・避難者へ食糧や生活物資の配布を行う。 
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・避難者への供給は、事前に策定された供給ルールに従い実施する。 

⑧ 炊き出し班 

・避難所で必要な食料や物資を調達し、調理や配布を行う。 

⑨ 安全・警備班 

・避難所での安全・安心な共同生活を維持するための「生活ルール」を掲示し、避

難者に周知を図る。 

・昼夜間のパトロール等で避難所における防火・防犯対策を行う。 

(３) 災害ボランティアとの連携 

避難所は、多数の避難者が集まり、協議会だけの対応では処理しきれないことも予

想され、ボランティアによる支援活動や参加を得ながら避難所の円滑な運営を進める。 

各作業班は、救援物資の搬入、搬出、炊き出し、要援護者の介護支援等、避難所運

営に協力をいただく災害ボランティアの要請を行う。 

管理班は、現地対策班を通し、「災害ボランティアセンター」にボランティアの派

遣を依頼し、受入れを行う。 

また、防犯の観点から直接避難所に来るボランティアの受入れは、行わないことと

する。 

 

３ 避難所の縮小・統合・閉鎖 

(１) 作業班の再編成 

協議会は、ライフラインの復旧や避難者数の減少に伴い、作業班の中で仕事量や班

員数も減少してくることから、班の縮小や班員の補充など実情に応じて対応する。 

(２) 居住区画などの集約 

協議会は、避難者数の減少にあわせて居住区画などの集約を進める。 

(３) 避難所の閉鎖に向けた準備 

協議会は、応急仮設住宅等への速やかな入居や、避難者の要望等を現地対策班に要

請するなど、避難者の不安の解消に努める一方、避難所の縮小や避難者の少ない近接

した複数の避難所を統合するなど、避難所の閉鎖に向けた取り組みを現地対策班と協

議しながら進める。 

(４) 避難所の閉鎖 

協議会は、避難所から避難者が全員退去したときには、避難所を閉鎖し、現地対策

班ほか関係機関に連絡する。 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 
４ 資 料 編 

 

 

※避難所運営マニュアル 

※地区別防災カルテ 

   東林小学校区 

   上鶴間小学校区 

   くぬぎ台小学校区 

※自治会別一時避難場所・避難所一覧 

※東林地区防災マップ 

※自主防災組織の手引き 

※災害時要援護者避難支援ガイドライン 

※フロー図 

   情報収集・伝達活動の流れ 

   初期消火活動の流れ 

   救出・救護・搬送活動の流れ 

   避難誘導活動の流れ 

   災害時要援護者支援活動の流れ 

   避難所開設の流れ 

   避難所運営の流れ 
 



 
 

 



○地区を構成する町丁 ○位置図 ○防災関連施設

地区別防災カルテ様式１　防災データベース No. 53
東林小学校区

【南区】相南、東林間3丁目・4丁目、
松が枝町

市役所、まちづく
りセンター、出張
所等の主な公共施
設

東林まちづくりセンター，東林公民館

警察署
消防署
消防団詰所 東林間
病院等 さがみ松が枝クリニック，大塚医院，さがみ循環器クリニック，井村クリニック，田辺整

形外科，西川整形外科

○地区自治会連合会名（自治会名）

○地区概況

主な災害時要援護
者施設

デイサービス ゆかり，ホームステーション らいふ小田急相模原，松ヶ枝

幼稚園、保育園 東林保育園，相模翠ヶ丘幼稚園，松が枝保育園
東林(自治会法人松南,さがみ南,上鶴,ハイム相南,自治会法人翠ケ丘,東林間コーポラス,藤和相模原
コープ,自治会法人東林間) 学校、大学 東海大学付属相模高等学校中等部，東海大学付属相模高等学校，東林小学校

避難所
※洪水時避難所兼用

東林小学校

台地（上段）にあり、大部分は平坦な地形である。地区西端に小田急相模原駅があり、その周辺を除
けば大部分は住宅地である 南部には東海大学附属相模中学校・高等学校および大和市・座間市と共

洪水時避難所
広域避難場所 相模カンツリークラブ

○地震被害予測結果

○建物数・人口

けば大部分は住宅地である。南部には東海大学附属相模中学校・高等学校および大和市・座間市と共
同の広域避難場所である相模カンツリークラブがある。

広域避難場所 相模カンツリークラブ
防災備蓄倉庫
※広域避難場所対応

東林小学校

臨時ヘリポート

東部直下地震 西部直下地震 大正関東タイプ地震

建
物

区 分 被害量 比率 被害量 比率 被害量 比率
木造(昭和55年以前) 1,077 棟 建物全壊 224 棟 6.5 ％ 7 棟 0.2 ％ 71 棟 2.1 ％

木造(昭和56年以降) 1,603 棟 建物焼失 57 棟 1.6 ％ 3 棟 0.1 ％ 0 棟 0.0 ％

非木造(昭和55年以前) 181 棟 死 者 14 人 0.1 ％ 0 人 0.0 ％ 4 人 0.0 ％

非木造(昭和56年以降) 614 棟 閉 込 者 83 人 0.5 ％ 4 人 0.0 ％ 28 人 0.2 ％

合 計 3,476 棟 重 傷 者 16 人 0.1 ％ 1 人 0.0 ％ 5 人 0.0 ％

人

区 分 軽 傷 者 92 人 0.6 ％ 16 人 0.1 ％ 54 人 0.3 ％

0～4歳 557 人 避難所避難者(当日) 679 人 4.1 ％ 55 人 0.3 ％ 242 人 1.5 ％

歳

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

建 物 （棟数）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人 口 （人）

○災害危険度評価 ○近年の主な災害履歴

○所見

水害

土砂災害

地震による地盤災害

地震による建物被害、火災

人
口

％ 979 人5～64歳 12,089 人 避難所避難者(１週間後) 1,556

合 計 16,367 人

387 人 2.4人 9.5 ％

危険度評価項目 →危険度が高い
平成 1年 8月19日 床下浸水1戸
平成 3年 9月19日 床下浸水4戸
平成15年10月13日 床下浸水2戸
平成19年 7月29日 床上浸水1戸
平成20年 8月28日 床上浸水1戸
平成26年 7月20日 床下浸水1戸

・地区内はほぼ平坦であるが、小田急相模原駅周辺や地区中央に、周囲よりやや低い土地がある。こ
のため、大雨時には、内水浸水のおそれがある。
・小田急相模原駅付近では、通勤時等に人が多い。
・富士山の大規模噴火時には2～30cmの降灰が予測されており、その場合、道路・鉄道の通行不能をは
じめ、停電や取水停止など重大な被害を受ける。

平成26年度作成

6.0 ％

65歳以上 3,721 人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人 口 （人）

平成26年度作成





○地区を構成する町丁 ○位置図 ○防災関連施設

地区別防災カルテ様式１　防災データベース No. 54
上鶴間小学校区

【南区】上鶴間2丁目～5丁目・7丁目・
8丁目、東林間6丁目～8丁目

市役所、まちづく
りセンター、出張
所等の主な公共施
設
警察署
消防署 東林分署
消防団詰所
病院等 佃医院

○地区自治会連合会名（自治会名）

○地区概況

主な災害時要援護
者施設

特別養護老人ホーム清菊園

幼稚園、保育園 相模林間幼稚園，くぬぎ台保育園
大野南(若葉,鶴舞,相模つきみ野,自治会法人中和田),東林(林間,自治会法人南,自治会法人相和,上鶴
間,自治会法人東林間) 学校、大学 東林中学校，上鶴間中学校，上鶴間小学校

避難所
※洪水時避難所兼用

上鶴間小学校，上鶴間中学校，東林中学校

台地（上段）にあり、大部分は平坦な地形である。北東部を深堀川が流れ、深堀川沿いは急傾斜地に
なっている 地区の東縁を国道16号が通っている 中央を水道道緑道が東西に 西部を小田急江ノ島

洪水時避難所
広域避難場所 上鶴間小学校・上鶴間中学校

○地震被害予測結果

○建物数・人口

なっている。地区の東縁を国道16号が通っている。中央を水道道緑道が東西に、西部を小田急江ノ島
線が南北方向に通っている。大部分は住宅地である。

広域避難場所 上鶴間小学校・上鶴間中学校
防災備蓄倉庫
※広域避難場所対応

※東林分署，東林中学校，※上鶴間小・中学校，上鶴間小学校，上鶴間中学校

臨時ヘリポート

東部直下地震 西部直下地震 大正関東タイプ地震

建
物

区 分 被害量 比率 被害量 比率 被害量 比率
木造(昭和55年以前) 1,172 棟 建物全壊 255 棟 7.2 ％ 6 棟 0.2 ％ 74 棟 2.1 ％

木造(昭和56年以降) 1,824 棟 建物焼失 54 棟 1.5 ％ 3 棟 0.1 ％ 0 棟 0.0 ％

非木造(昭和55年以前) 115 棟 死 者 17 人 0.1 ％ 0 人 0.0 ％ 5 人 0.0 ％

非木造(昭和56年以降) 421 棟 閉 込 者 82 人 0.6 ％ 2 人 0.0 ％ 24 人 0.2 ％

合 計 3,532 棟 重 傷 者 16 人 0.1 ％ 0 人 0.0 ％ 5 人 0.0 ％

人

区 分 軽 傷 者 91 人 0.7 ％ 13 人 0.1 ％ 52 人 0.4 ％

0～4歳 426 人 避難所避難者(当日) 655 人 5.1 ％ 39 人 0.3 ％ 213 人 1.6 ％

歳

0 500 1,000 1,500 2,000
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○災害危険度評価 ○近年の主な災害履歴

○所見

水害

土砂災害

地震による地盤災害

地震による建物被害、火災

人
口

％ 688 人5～64歳 9,058 人 避難所避難者(１週間後) 1,196

合 計 12,919 人

222 人 1.7人 9.3 ％

危険度評価項目 →危険度が高い
平成 3年 9月19日 床下浸水1戸

・避難所が地区内に3箇所あり、避難は比較的容易である。
・広域避難場所は避難所と共通で地区内に1箇所あり、避難距離が短い。
・富士山の大規模噴火時には2～30cmの降灰が予測されており、その場合、道路・鉄道の通行不能をは
じめ、停電や取水停止など重大な被害を受ける。

平成26年度作成

5.3 ％

65歳以上 3,435 人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人 口 （人）

平成26年度作成





○地区を構成する町丁 ○位置図 ○防災関連施設

地区別防災カルテ様式１　防災データベース No. 55
くぬぎ台小学校区

【南区】上鶴間1丁目・5丁目～7丁目、
東林間4丁目～6丁目

市役所、まちづく
りセンター、出張
所等の主な公共施
設
警察署 東林間交番
消防署
消防団詰所
病院等 森下記念病院，東芝林間病院，泉家メディカルクリニック，東林間整形外科

○地区自治会連合会名（自治会名）

○地区概況

主な災害時要援護
者施設

小規模多機能型居宅介護 東林間 輝，東林間シニアクラブ

幼稚園、保育園 林間のぞみ幼稚園，保育園東林間ジュニアクラブ
大野南(きずき),東林(ルネ東林間,ライフコア,ライフコア東林間アネックス,自治会法人東林間,林間,
相模大野ハイツ,上鶴間) 学校、大学 くぬぎ台小学校

避難所
※洪水時避難所兼用

くぬぎ台小学校

台地（上段）にあり、大部分は平坦な地形である。北部を深堀川が流れている。中央付近を小田急江
ノ島線が南北方向に通り 地区内には東林間駅がある また 水道道緑道が東西方向に通っている

洪水時避難所
広域避難場所

○地震被害予測結果

○建物数・人口

ノ島線が南北方向に通り、地区内には東林間駅がある。また、水道道緑道が東西方向に通っている。
東部には東芝林間病院があり、その他の大部分は住宅地である。

広域避難場所
防災備蓄倉庫
※広域避難場所対応

くぬぎ台小学校

臨時ヘリポート

東部直下地震 西部直下地震 大正関東タイプ地震

建
物

区 分 被害量 比率 被害量 比率 被害量 比率
木造(昭和55年以前) 534 棟 建物全壊 125 棟 6.5 ％ 4 棟 0.2 ％ 37 棟 1.9 ％

木造(昭和56年以降) 807 棟 建物焼失 21 棟 1.1 ％ 1 棟 0.1 ％ 0 棟 0.0 ％

非木造(昭和55年以前) 121 棟 死 者 8 人 0.1 ％ 0 人 0.0 ％ 2 人 0.0 ％

非木造(昭和56年以降) 451 棟 閉 込 者 58 人 0.6 ％ 2 人 0.0 ％ 18 人 0.2 ％

合 計 1,913 棟 重 傷 者 10 人 0.1 ％ 0 人 0.0 ％ 3 人 0.0 ％

人

区 分 軽 傷 者 54 人 0.6 ％ 9 人 0.1 ％ 30 人 0.3 ％

0～4歳 348 人 避難所避難者(当日) 443 人 4.7 ％ 34 人 0.4 ％ 152 人 1.6 ％

歳
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○災害危険度評価 ○近年の主な災害履歴

○所見

水害

土砂災害

地震による地盤災害

地震による建物被害、火災

人
口

％ 650 人5～64歳 6,869 人 避難所避難者(１週間後) 1,057

合 計 9,524 人

256 人 2.7人 11.1 ％

危険度評価項目 →危険度が高い
なし

・地区の西部から避難する経路には、小田急江ノ島線の踏切がある。
・富士山の大規模噴火時には2～30cmの降灰が予測されており、その場合、道路・鉄道の通行不能をは
じめ、停電や取水停止など重大な被害を受ける。

平成26年度作成

6.8 ％

65歳以上 2,307 人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人 口 （人）

平成26年度作成





Ｒ４　自治会別一時避難場所・避難所一覧
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松が枝公園 ○
林間第三公園 ○
東林間コーポラス敷地内 ○
林間第四公園 ○ ○
三角公園 ○
翠ヶ丘公園 ○
東林小学校 ○ ○
東林公民館 ○
東海大学付属相模高校 ○
ハイム相南４号棟北側広場 ○
相南ふれあい広場 ○
さくら児童遊園 ○
東林間いぶき公園 ○
４丁目ふれあいの森 ○
東林間児童館 ○
東林間テニスクラブ ○
くぬぎ台小学校 ○
東林間公園 ○
林間白笹公園 ○
松蔭公園 ○
東林間駅前公園 ○
東林間さくら公園 ○
林間白笹公園 ○
上鶴間小学校 ○ ○
上鶴間遊園地 ○
東林間ふれあい広場 ○
上鶴間中学校 ○
自治会法人南自治会館 ○
東林みなみ公園 ○ ○
東林ふれあいの森 ○
東林中学校 ○
相模カンツリー倶楽部 ○
林間第二公園 ○
鶴の台小学校 ○
林間公園 ○
松蔭公園 ○

東林地区内広域避難場所：相模カンツリー倶楽部、上鶴間小学校・上鶴間中学校
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自治会名

一時避難場所名一時避難場所名





【  情報収集・伝達活動の流れ  】

単位自主防災隊本部 区本部・市災害対策本部避難所運営本部東林地区連合防災隊本部 現地対策班

【各自】地震関連情報等を把握する
〇テレビ、ラジオ（FMさがみ83.9MHｚ）、簡易無線、携帯電話、インターネット等による外部情報の収集
〇防災行政無線（ひばり放送）等による市から発信される情報の収集

【各自】一時避難場所に避難をする際に周囲の被害状況
を把握する

〇火災、救出、救護（建物倒壊等により下敷きになっ
ている人等、負傷者）、 障害（道路の交通障害、倒
壊家屋等）について

〇場所（目印）、状況（何がどのような規模で発生して
いるかなど）

【情報連絡班】
自治会内の情報を取りまとめ、連合本部へ報告する
〇必要に応じて応援の要請をする（場所、状況等）
〇住民からの情報や独自に収集した情報の整理と

連絡

【情報連絡班】
単位本部で一時避難場所からの安否確認及び自治
会内の被害状況の情報を収集する
単位自主防災組織の隊長及び防災部長に報告する

【各自】まちづくりセンター参集時に周囲の被害状況を確認する

単位自主防災隊本部を設置する

連合本部を東林まちづくりセ
ンター会議室に設置する

〇本部の設置を現地対策
班及び単位自主防災隊
本部へ連絡する

現地対策班が東林まちづくり
センター事務室に設置される

【情報連絡班】
連合本部からの情報を単位自主防災隊組織の各
区・班・地域住民に伝達する

〇避難指示等の緊急事項
〇出火防止、初期消火、救出・救護などへの協

力・応援の呼びかけ
〇被害の状況、道路・ライフラインの状況
〇避難所や救護所の開設状況
〇各防災関係機関の対応状況
〇食料・飲料水ほか生活必需品に関する状況
〇デマの打消し・安心情報など

各単位自主防災隊から情
報を収集する

〇人的被害を最優先し、
地区内で対応できる事
案か否かを判断する

〇情報をまとめ、現地対
策班に連絡をする
必要に応じて応援を要
請する

現地対策班からの対応策や
情報を各単位自主防災隊に
伝達する

（被害状況や災害時応急
対策の実施状況等）

連合本部や各避難所から
の情報をまとめ、区災害
対策本部へ連絡する

〇応援要請、避難所開設
要請及び災害の状
況等

区本部からの指示や
情報を連合本部及び
各避難所に伝達する

避難所施設の安全を点検し、避難所

開設の準備をする

【情報班】（主に避難所担当職員）
現地対策班を通しての区本部
からの、指示や情報を避難所
運営協議会に伝達・報告をする

【各自】避難所に参集時に周囲の被害
状況を確認する

地震関連情報を広報する
〇防災行政無線（ひばり放送）
〇FMさがみ
〇広報車等

直接住民に広報する
〇防災行政無線（ひばり放送）
〇FMさがみ
〇広報車等

【区本部】
現地対策班からの情報をまとめ
市災害対策本部へ連絡する

【市災害対策本部】

情報を収集・整理し、災害応

急対策を実施する

【区本部】
市災害対策本部からの
指示や情報を伝達する

【情報班】（主に避難所担当職員）
情報を収集し、現地対策班へ報
告する
〇避難所の被害状況
〇避難所に避難者が避難して

きている場合は避難者の状況
〇開設が必要な場合はその旨も

連絡



【  初期消火活動の流れ  】

単位自主防災隊本部 区本部・市災害対策本部・防災関係機関東林地区連合防災隊本部 現地対策班

情報をまとめて現地対策班に
連絡をする

（応援要請や火災の情報）

初期消火班を中心に組織的な消火活動に移行する
〇スタンドパイプ等の小型消防ポンプによる消火活動を行う
○バケツリレーや水パック等で消火用水を搬送する
〇可能な限り多くの消火器を調達する
〇班長（リーダー）の指示による活動

【消防隊、消防団】

現場に出動し、消火活動を行う

【情報連絡班】 連合本部に応援要請をする

必要に応じ、他の単位自主

防災隊へ応援出動を依頼し

企業へ協力を求める

【個人・隣近所】 個人・隣近所で消火活動を行う

〇消火器・バケツ等で消火を行う

【各自】１１９番通報する （ 不通の場合は消防署へ駆け付け通報する ）

【初期消火班】 可能であれば、被害甚大区域内の消火活動に協力する

【初期消火班】 消防団の活動に協力する

〇残火処理、現場の警戒活動等

【消防署】

被害情報を収集・整理する

情報をまとめて区本部に
連絡をする

（応援要請や火災の情報）

【消防団】
消火活動終了後、残火処理及び
現場の警戒活動等を行う

【初期消火班】 危険性の少ない消火活動に協力する

〇ホースの延長・撤収・搬送の手伝い、放水時の補助

〇消防署員・消防団員の指示による活動

【区本部】
情報をまとめて市災害対策本
部に連絡をする

【各自】出火防止を呼びかけながら、周囲の状況を把握する

【各自】火災を発見したら、大声で近所の人々に協力を呼びかける

【市災害対策本部本部】
情報を収集・整理し、災害
応急対策を実施する



単位自主防災隊本部 市災害対策本部・南区本部・防災関係機関

【  救出・救護・搬送活動の流れ  】

東林地区
連合防災隊本部

現地対策班

【各自】近隣世帯の安否を確認する

情報をまとめて現地対策
班に連絡をする

〇応援要請等

【救出・救護班】 組織的な救出・救護活動に移行する
○要請により出動し、救出・救護活動を行う
〇救出・救護資機材の使用
〇必要な要員と十分な安全の確保
〇班長（リーダー）の指示による活動

【消防隊、消防団、警察、その他】

現場に出動し、救出活動を行う

【情報連絡班】 連合本部に応援要請をする

【市災害対策本部】 情報を収集・整

理し、災害応急対策を実施する

必要に応じ、他の単位自

主防災隊へ応援出動を

依頼し、企業へ協力を求

める

【個人・隣近所】 個人・隣近所で救出・救護活動を行う
〇手近な資機材による人力での作業
〇軽傷者の手当・応急処置（人工呼吸と心臓マッサージ、止血、骨折部位の固定など）
〇負傷者を一時避難場所等の安全な場所もしくは最寄りの救護所に誘導・搬送する

救護所を設置し、応急手当、トリアージを行う

負傷者は最寄りの救護所へ搬送する
情報をまとめて、市災害対策本部へ連絡する

【各自】負傷者、下敷きになっている人等を発見したら、大声で近所の人々に協力を呼びかける

【各自】１１９番通報する （不通の場合は徒歩等で消防署へ駆けつける）

【救出・救護班】 可能であれば、被害甚大区域内の救出・救護活動に協力する

【救出・救護班】 二次災害の防止・警戒活動を行う

救 出

【救出・救護班】 現場で直ちに応急救護を行う
○軽傷者の手当（病院等には直接行かない）

【救出・救護班】 負傷者は最寄りの救護所へ搬送する
〇担架やリヤカー等による搬送
〇担架やリヤカー等がない場合は、毛布などによる応急担架、椅子等を活用する
〇原則として２～３人で行う

情報をまとめ
て南区本部に
連絡をする
（応援要請等）

【消防隊、消防団】
現場で直ちに応急救護を行う

〇応急処置
〇被害の状況によっては仮設救護所の設置

負傷者は救護所へ

救護所
： 東林小学校 上鶴間小学校

拠点救護所

【各自】声を掛けながら、周囲の状況を把握する

【救出・救護班】 救出活動に協力する

〇消防署員・消防団員等の指示による活動を行う

【南区本部】
情報をまとめて災害対策
本部に連絡をする（応援要請等）

【消防署、警察署】

被害情報を収集・整理する



　

【  避難誘導活動の流れ  】

区本部・
市災害対策本部

単位自主防災隊本部 避難所運営本部
東林地区連合
防災隊本部

 現地対策班

【各自】 自主的な避難判断を行う
〇火災の拡大、建築物の倒壊、地盤の崩壊等の被害発生の危険性がある場合
〇ひばり放送、ラジオや周囲の状況から判断する

【避難誘導班】 周辺住民への周知徹底を図り避難時の注意事項を伝達する
○発令者・避難対象地域・避難先・避難経路・避難の勧告または指示の理由等
○各自治会が選定している一時避難場所の周知
○ガス元栓の閉鎖、電気ブレーカーの切断
○携帯品は、食料、薬、日用品、衣類、貴重品等、必要最小限の生活用品のみ
○服装は、長袖、長ズボン、ヘルメット、軍手、タオル、懐中電灯
○外出時の家族には連絡メモ

避難者を受け入れ運営を始める
避難者は避難所運営活動に協力

情報を集約し迅速に伝達する

【各自】地震関連情報等を把握

避難誘導の
状況把握に
努める

避難者数等情報をまとめて現地

対策班へ連絡する

【各自】 一時避難場所に避難する
○災害時要援護者のうち、援助が必要な人に対して優先的に声をかけ、必要に

応じて援助する（車椅子、リヤカー、担架等の利用）
○避難誘導要員を中心に、避難路を確保し、数人～数十人単位で避難する
○到着後人数を確認し、行方不明者がいれば危険のない範囲で安否の確認

【避難誘導班】
広域避難場所への移動が必要と判断される

場合は避難者を誘導する（市・警察と一緒に）
○火災の延焼拡大による火煙やふく射熱から

身を守る場合は広域避難場所へ
○火災や風などの気象状況、建物の倒壊の状

況等を踏まえ複数のルートから避難経路を
選択する

○避難者がはぐれないよう、自主防災組織旗、
懐中電灯、避難誘導棒、ロープ、警笛等を
活用する

○高齢者、障害者などの災害時要援護者は
中央に配置する

○到着後人数が揃っているか確認し、不明
者は手分けして捜索する

【各自】 避難指示等の解除や安全が確保された場合は、帰宅する

避難所施設・設備の安全点検
避難所開設の準備をする

避難所開設
を要請する

情報をまとめ
て、区本部へ
連絡する

現地対策班に

避難所開設準備

完了を連絡する

避難所運営協議会委員は避難

所に参集する

地域の被害状況を連絡する

避難所開設を

連絡する

避難開始の連絡をする

市災害対策本部
避難勧告・指示
等（またはその
解除）を行うこと
を決定
消防署、警察署
市民、防災関係
機関に伝達する

（広報活動）

警察官、消防

署員、市職員は

広域避難場所

誘導を行う

区本部
情報をまとめて、
市災害対策本部
へ連絡する

連合本部と

現地対策班は

情報を共有する

【避難誘導班】
火災や倒壊等で家を失った場

合等は避難所へ誘導する
〇避難開始を地区本部に連絡
〇避難所での受入れ時に情報

伝達カードを渡す

市災害対策本部
情報を収集・整理
整理し、災害応急
対策を実施する



【  災害時要援護者支援活動の流れ  】

避難所運営本部 区本部単位自主防災隊本部
東林地区

連合防災隊本部
 現地対策班

支援者は災害時要援護者が在宅する家屋を訪問し、安否の確認を行う

【高齢者】

〇民営委員・児童委員と協力し、所在情報をもとに確認する
【身体障がい者・知的障がい者】

〇民生委員・児童委員や関係団体等の協力を得て、戸別訪問、電話等に

より確認する

地区連合自主防災組織に災害時要援護者の被災状況を連絡する

〇被災の状況やどのような支援が必要かなど

情報をまとめて現

地対策班に連絡

をする

一時避難場所に避難する

【要援護者支援班】

○災害時要援護者のうち、援助が必要な人に対して優先的に声をかけ、

必要に応じて援助する（車椅子、リヤカー、担架等を利用）

地区連合自主防災隊に応援要請及び被災状況を連絡

〇応援要請の場合は場所、状況等

〇被災の状況

可能であれば、被害甚大区域内の救出・救護活動に協力する

必要に応じて福祉避難所（災害発生

３日後以降の開設）へ搬送する

〇地区ボランティアなどの活用

情報をまとめ

て区本部に連

絡をする

必要に応じ、他の

単位自主防災隊
へ応援出動を依

頼し、企業へ協力
を求める

救出・救護が必要な場合は
〇【救出救護班】は地域住民等と協力、連携し、救出活動

を行う
〇支援者は地域住民の協力と連携し、要援護者を一時避

難場所等の安全な場所へ誘導・搬送する

支援者は要援護者
を一時避難場所等
の安全な場所へ誘
導・搬送する

避難指示等が解除され自宅が

被災していなければ帰宅する
【要援護者支援班】は

民生委員・児童委員や関係団

体と協力し、在宅の災害時要
援護者の支援を行う

避難所運営本部は自主防災隊
から要援護者を受入れ
【要援護者支援班】は

〇避難所では環境条件の良い
場所を確保する

〇特別な援護が必要な災害時
要援護者を把握する

〇必要な情報を適切な方法で
提供する

（音声、文字、手話等）
〇声をかけて健康状態を確認

したり、必要なニーズを把握
する

〇緊急物資は優先的に提供す
る

要援護者用の居住
区画を設置する

避難所の開設準備が完了する

要援護者の自宅が被災している場合

【要援護者支援班】は
民生委員・児童委員と協力し、要援護者

を避難所に避難誘導・搬送する
〇避難所では環境条件の良い場所を確

保する
〇特別な援護が必要な災害時要援護者

を把握する

情報をまとめ

て区本部に連

絡をする
情報をまとめて現地対策班に連

絡をする

情報をまとめて現

地対策班に連絡

をする

区本部
情報をまとめ
て市災害対
策本部へ連
絡する

区本部
情報をまとめ
て市災害対
策本部へ連
絡する

避難所開設の準備



　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

【  避難所開設の流れ  】

避難所運営本部（避難所運営協議会） 区本部・市災害対策本部単位自主防災隊本部 東林地区連合防災隊本部 現地対策班

現地対策班からの

対応策や避難所の情
報を各単位自主防災

隊に伝達する
（被害状況や災害

時応急対策の実
施状況、避難所の
開設状況等）

各避難所からの情報

をまとめ、区本部へ連
絡する

〇応援要請、避難所
開設要請及び災害
の状況等

区本部からの指示や
情報を連合本部及び

各避難所に伝達す
る

【協議会委員全員】
〇人員を振り分け、安全確認チェック表に基づき、避難所施設の安全を点検し、

避難所開設の準備をする

【各自】避難所に参集時に周囲の被害状況を確認する

直接住民に広報する

〇防災行政無線
（ひばり放送）

〇FMさがみ
〇広報車等

【市災害対策本部】
情報を収集・整理し、災
害応急対策を実施する

【区本部】

市災害対策本部か
らの指示や情報を
伝達する

【情報班】（主に避難所担当職員）情報を収集し、現地対策班へ報告する

〇避難所の被害状況

〇避難所に避難者が避難してきている場合は避難者の状況
〇開設が必要な場合はその旨も連絡する

【管理班】 避難区画の整理をする
〇居住区画の配置をする(災害時要援護者専用の区画は別室も検討する)
〇施設管理者との事前協議で使用が決まっていない共用区画を配置

（使用が決まっている区画は各班に準備を委ねる）
〇救援物資班と共に救援物資搬入の動線を確保する

【衛生班】 し尿・衛生対策の準備を行う
〇仮設トイレの設置場所を確認し確保する
〇ゴミ置き場、汚物集積場等の設置場所を確認し確保する
〇屋外にペット区画を確保する

【給水班】 給水設備の使用の可否を点検する
〇給水・運搬用具を準備、ろ過器等の燃料や消毒用薬品を確認する

【救護班】 救護室（医務室）となる部屋を確認し整理する

【安全・警備班】 共用場所に各種の「共通ルール」を掲示する

【情報班】
〇避難者カード等の帳票を確認し準備する
〇情報伝達用の放送器材や掲示板を確認し準備する

【避難誘導班】
火災や家屋の倒壊等で家を失っ
た場合等は、被災者を避難所に
誘導するが、地区本部から避難
所開設の連絡があるまでは一時
避難場所で待機する

避難開始する場合は地区本部に
連絡をする

避難所開設準備完了

【避難誘導班】
避難所が一時避難場所になって
いる避難者も、避難所開設の準
備が終わるまでは校庭等で待機
する

【避難誘導班】 避難所に入所

【区本部】

現地対策班からの情報
をまとめ、市災害対策
本部へ連絡する

【協議会委員全員】 避難者受入れの受付場所を設置する

【要援護者支援班】 要援護者専用の居住区画を確認確保する

【救援物資班】 救援物資の集積場所、搬入車両の経路を確認し確保する
〇初期段階での配布物の搬出準備をする

【炊き出し班】 炊事器材を確認し整理する

【協議会委員全員】 避難者受入れを開始

【単位自主防災隊本部】
地区本部からの情報を整理し、
応急対策を実施する
〇一時避難場所に避難所の情

報を伝達する



【  避難所運営の流れ  】

単位自主防災隊本部 区本部・市災害対策本部避難所運営本部（避難所運営協議会）
東林地区連合
防災隊本部

現地対策班

【区本部】 【市対策本部】
情報を収集・整理し、災害
応急対策を実施する

【救護班】 負傷者には応急手当を行う
〇重傷者は救護所等へ搬送 〇災害時要援護者の健康状態の把握

【救援物資班】 救援物資の受入れと供給を行う 〇中身の確認・仕分けと保管
〇配布ルールに基づき配布を実施する 〇在宅避難者への配布を実施する

【避難所運営本部】を立ち上げる
〇避難所運営協議会の設置 （避難者の代表も入る） 〇作業班（避難者も参加）を編成する

【情報班】 避難者数の把握を行う
〇避難者名簿の作成 （給食必要数、負傷者、災害時要援護者、帰宅困難者の把握）

【避難所運営本部】 現地対策班に避難所の状況を連絡する
〇避難者数、災害時要援護者の状況（ニーズ）、食料・物資の供給、不足物資の要請、

ボランティアの状況、避難所の問題点、避難者のニーズ等 〇安否情報

【救援物資班】 【給水班】 食料、飲料水、物資等を供給する
〇食料、物資は避難所倉庫から備蓄品の搬出 〇飲料水は、飲料水兼用貯水槽等

から供給 〇不測の場合は、非常持出品供出の呼びかけ

【炊き出し班】 炊き出しを実施する 〇避難者・在宅避難者への炊き出し

【情報班】 広報活動を実施する （被災者の生活安定のために必要な情報、
災害時要援護者に必要な情報） 〇情報は校内放送、掲示板等で提供する

【衛生班】 し尿・衛生対策を実施する
〇仮設トイレの設置 〇ゴミ置き場、汚物集積場等の設置

【安全・警備班】 安全管理・巡回警備を実施する
〇定期的に巡回警備 〇犯罪防止のための生活ルールを掲示し周知する

【避難所運営協議会委員全員】
三密を避けるための対策を行い、避難者の受入れを開始する

〇受付で避難者に避難者カードを渡し、居住区域に誘導する
〇負傷者は救護室へ、災害時要援護者は専用の居住区画に誘導する

避難者は入所を開始する

【管理班】 避難者の班編成・居住区域を設定する
〇班編成と班リストの作成 〇班の代表者の決定

【避難所運営協議会委員全員】 避難所開設の準備

避難所からの情報を
まとめ、区災害対策
本部へ連絡する

〇応援要請及び
避難所の状況等

避難所担当職員の参集

【区本部】 避難所の開設

避難所区域内の住民
への周知
〇ひばり放送、広報

車等

救護活動の実施 （救護所）

救援物資の輸送

区本部からの指示
や情報を各避難所
に伝達する

【災害時要援護者支援班】 災害時要援護者への様々な支援を可能な範囲で実施する

【避難誘導班】
〇避難所に到着したら、受入れが始まる

までは、避難所運営協議会等の指示
に従い、校庭等で避難者を待機させる。

〇活動できる避難者は開設に協力する


